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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第59期
第３四半期
累計期間

第60期
第３四半期
累計期間

第59期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 3,707,787 3,527,378 4,908,135

経常利益 (千円) 27,011 35,137 82,221

四半期（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) 15,290 △64,741 56,078

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 636,606 636,606 636,606

発行済株式総数 (株) 447,856 447,856 447,856

純資産額 (千円) 3,280,165 3,185,290 3,315,821

総資産額 (千円) 7,060,949 7,115,431 6,928,189

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額
（△）

(円) 34.58 △146.44 126.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 4 40 44

自己資本比率 (％) 46.3 44.8 47.7
 

　

回次
第59期
第３四半期
会計期間

第60期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △49.16 △182.61
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社がないため記載しておりません。

３　第59期第３四半期累計期間及び第59期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。第60期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。これに伴い、

１株当たり四半期(当期)純利益金額は、第59期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しておりま

す。

５ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、第59期第３四半期累計期間及び第59期に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当社はジュエリー総合商社として単一の事業分野で営業活動を行っており、社内におけるマネジメントにおいて

も全体を一つの事業としております。従いまして、当該事業以外に事業の種類がないため、セグメント別の記載を

省略しております。

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用環境や個人所得の改善が持続するなど景気は緩やかな回復基

調が続いております。しかし、米中貿易摩擦の拡大や保護貿易主義の台頭および英国のＥＵ離脱交渉への不安感の

高まりなど、先行き不透明な状況が続いております。

宝飾業界におきましては、依然として節約志向の高まりから、ジュエリーに対する消費マインドの改善は実感で

きず、企業間競争の高まりもあり厳しい状況です。

このような状況にあって、当社は従来通り催事関係を営業活動の中心にすえて取引先とともに集客増を図り、販

売促進活動にも積極的に取り組んで参りましたが、売上高は前年割れとなる厳しい状況で推移しました。営業利益

は、販売費及び一般管理費の増加により、昨年同四半期を下回る結果となりました。経常利益については、前年同

四半期に自社ビルの改修工事に伴う不動産賃貸原価（営業外費用）を計上した関係で増益となっております。しか

し、昨年10月に前代表取締役による不適切な取引が判明し、11月１日付にて第三者委員会を発足させ調査を開始

し、12月14日に過年度の訂正有価証券報告書及び訂正四半期報告書並びに訂正決算短信を公表いたしました。これ

に伴い、過年度決算訂正関連費用として91百万円の特別損失が発生したため、大幅な四半期純損失となりました。

その結果、当第３四半期累計期間の売上高は3,527百万円(前年同四半期比4.9％減)、営業損失10百万円（前年同

四半期は0百万円の営業利益）、経常利益は35百万円(前年同四半期比30.1％増)、四半期純損失64百万円(前年同四

半期は15百万円の四半期純利益)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末と比べ187百万円増の7,115百万円となりました。主な変動

は、商品の増加307百万円、投資その他の資産のその他の減少71百万円等であります。

当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末と比べ317百万円増の3,930百万円となりました。主な変動は、

短期借入金の増加363百万円等であります。

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末と比べ130百万円減の3,185百万円となりました。主な変動

は、利益剰余金の減少100百万円、その他有価証券評価差額金の減少30百万円等であります。

　

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社経営陣は、当第３四半期において判明した前代表取締役の不適切な取引に関し、第三者委員会を発足させ12

月14日付にて調査報告書を受領いたしました。当該報告書において、当社のガバナンス不全やコンプライアンスの

欠如等について厳しい指摘を受けております。現在、かかる事態の再発防止に向けて経営陣の人事の刷新や再発防

止策の策定に着手しております。ともすれば利益重視の経営に偏りがちだった経営姿勢を改め、ガバナンス不全や

コンプライアンスの欠如によるリスクを認識し、再発防止に向けた業務執行体制を構築して参ります。

併せて、当社を取り巻く経営環境の厳しさを認識し、営業力・商品力を強化することにより収益力の向上を図っ

て参ります。
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(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の資金需要は、大きく分けて運転資金・設備投資資金となっており、営業活動から獲得する自己資金及び金

融機関からの借入による調達を基本としております。

また、資金調達の安定性と機動性を確保するとともに、金融市場の急激な環境変化にも対応できる流動性の確保

を図るため取引３金融機関とコミットメント契約、取引１金融機関と当座貸越契約を締結しております。

 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,311,000

計 1,311,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 447,856 447,856
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数　100株

計 447,856 447,856 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年12月31日 ― 447,856 ― 636,606 ― 504,033
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式普通株式 5,700

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,412 同上
441,200

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
956

発行済株式総数 447,856 ― ―

総株主の議決権 ― 4,412 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株(議決権８個)含まれておりま

す。

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の単元未満自己株式45株が含まれております。

３　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

② 【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京貴宝株式会社

東京都台東区東上野
１丁目２６―２

5,700 ― 5,700 1.28

計 ― 5,700 ― 5,700 1.28
 

(注)　当第３四半期会計期間末日現在の「自己株式等の所有株式数」は、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成30年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における、役員の異動は、次のとおりであります。

（1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 中　川　千　秋 平成30年12月14日
 

（注）辞任により退任いたしました。

 

(2）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 取締役管理部長 政　木　喜　仁 平成30年11月15日

取締役 代表取締役社長 中　川　千　秋 平成30年11月15日
 

 

(3）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性６名　女性１名（役員のうち女性の比率14.3％）

 

EDINET提出書類

東京貴宝株式会社(E02893)

四半期報告書

 7/16



第４ 【経理の状況】

 

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、太陽有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている優成監査法人は、平成30年7月2日に太陽有限責任監査法人と合併し、

太陽有限責任監査法人と名称を変更しております。

 

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 565,937 506,783

  受取手形及び売掛金 ※  1,221,556 ※  1,261,370

  商品 2,854,769 3,162,389

  その他 41,775 60,463

  貸倒引当金 △3,092 △3,177

  流動資産合計 4,680,946 4,987,829

 固定資産   

  有形固定資産 403,031 392,283

  無形固定資産 14,005 12,047

  投資その他の資産   

   投資不動産（純額） 1,519,559 1,500,680

   その他 389,571 317,626

   貸倒引当金 △78,924 △95,037

   投資その他の資産合計 1,830,206 1,723,270

  固定資産合計 2,247,243 2,127,601

 資産合計 6,928,189 7,115,431

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 300,674 308,615

  短期借入金 1,855,766 2,219,068

  未払法人税等 12,486 109

  返品調整引当金 1,742 1,777

  その他 178,025 144,177

  流動負債合計 2,348,695 2,673,746

 固定負債   

  社債 130,000 110,000

  長期借入金 931,236 942,239

  退職給付引当金 64,883 62,797

  その他 137,553 141,356

  固定負債合計 1,263,672 1,256,393

 負債合計 3,612,367 3,930,140
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 636,606 636,606

  資本剰余金 504,033 504,033

  利益剰余金 2,165,954 2,065,844

  自己株式 △27,937 △27,937

  株主資本合計 3,278,656 3,178,546

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 37,164 6,744

  評価・換算差額等合計 37,164 6,744

 純資産合計 3,315,821 3,185,290

負債純資産合計 6,928,189 7,115,431
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 3,707,787 3,527,378

売上原価 2,628,360 2,418,923

売上総利益 1,079,426 1,108,455

 返品調整引当金戻入額 2,186 1,742

 返品調整引当金繰入額 1,944 1,777

差引売上総利益 1,079,668 1,108,420

販売費及び一般管理費   

 販売促進費 363,857 352,615

 旅費及び交通費 124,083 125,011

 役員報酬 51,979 45,589

 従業員給料 271,576 281,811

 法定福利費 51,677 54,357

 退職給付費用 8,641 9,690

 貸倒引当金繰入額 534 13,244

 その他 207,092 236,841

 販売費及び一般管理費合計 1,079,441 1,119,159

営業利益又は営業損失（△） 226 △10,738

営業外収益   

 受取利息 1,695 920

 受取配当金 3,064 3,820

 投資不動産賃貸料 116,937 120,879

 受取手数料 14,047 4,736

 その他 3,385 2,394

 営業外収益合計 139,131 132,751

営業外費用   

 支払利息 22,953 18,184

 コミットメントフィー 6,349 2,764

 不動産賃貸原価 81,026 58,267

 貸倒引当金繰入額 △4,080 2,953

 その他 6,097 4,706

 営業外費用合計 112,346 86,875

経常利益 27,011 35,137

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 6,661

 特別利益合計 - 6,661

特別損失   

 固定資産除却損 5,587 -

 投資有価証券評価損 - 12,499

 過年度決算訂正関連費用 - 91,204

 特別損失合計 5,587 103,704

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 21,423 △61,906

法人税、住民税及び事業税 6,133 2,835

法人税等合計 6,133 2,835

四半期純利益又は四半期純損失（△） 15,290 △64,741
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期累計期間

(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

税金費用の計算 当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。
 

　

(財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）等を第１四半期会計期

間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。　

 

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当第３四半期会計期間の末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しています。

 

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形 70,412千円 77,323千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 27,849千円 32,852千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 17,688 4 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

平成29年11月８日
取締役会

普通株式 17,688 4 平成29年９月30日 平成29年12月６日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

　

３　株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 17,684 40 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

平成30年11月７日
取締役会

普通株式 17,684 40 平成30年９月30日 平成30年12月６日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

　

３　株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

当社はジュエリー総合商社として単一の事業分野で営業活動を行っており、また、社内におけるマネジメントにお

いても全体を一つの事業としております。従いまして、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありませ

ん。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

当社はジュエリー総合商社として単一の事業分野で営業活動を行っており、また、社内におけるマネジメントにお

いても全体を一つの事業としております。従いまして、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありませ

ん。

 

(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額  34円58銭 △146円44銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益又は四半期純損失(△) (千円) 15,290 △64,741

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 15,290 △64,741

普通株式の期中平均株式数 (株) 442,206 442,111
 

(注) １　前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式について10株を１株とする株式併合を実施したため、前事

業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第60期(平成30年４月１日から平成31年３月31日まで)中間配当について、平成30年11月７日開催の取締役会におい

て、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                          　　 17,684千円

② １株当たりの金額                              40円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成30年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月13日

東京貴宝株式会社

取締役会  御中

 

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 須　　永　　真　　樹 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 篠　　塚　　伸　　一 ㊞

 

　

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京貴宝株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第60期事業年度の第３四半期会計期間(平成30年10月１日から平成30

年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東京貴宝株式会社の平成30年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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